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1. JAMP 年表 

    

2005(平成17)年 7月 ダウンストリームユーザ研究会発足

2006(平成18)年 9月 アーティクルマネジメント推進協議会設立(会長：山本一元）

2008(平成20)年 3月 JAMP MSDSplus公表

2008(平成20)年 4月 製品含有化学物質管理ガイドライン第２版公表

2008(平成20)年 7月 JAMP AIS公表

2008～2009年 JETRO事業(タイ、マレーシアにおける製品含有化学物質管理実証)

2008(平成20)年12月 第1回 基礎講座､実務者講座開催

2009(平成21)年 2月 サプライチェーン・パートナーシップ基本指針公表

2009(平成21)年 6月 JAMP情報流通基盤（JAMP-IT）稼働

2009(平成21)年10月 韓国のカウンターパートとのMOU締結

2010(平成22)年 2月
欧州化学品庁の「成形品に含まれる物質に関する要求事項についてのガイダンス」

ドラフトがJAMPを例示(ver. 2.2, 2010年10月)

2010(平成22)年 2月 タイ、マレーシアのカウンターパートとのMOU締結

2010(平成22)年 6月 第5回総会（新会長就任：冨澤龍一）

2010(平成22)年 8月 APEC（アジア太平洋経済協力） CD(化学対話)に出席

2010(平成22)年11月 ISO26000(社会的責任)付属文書に有効な取り組みとしてJAMPが記載される

2010～2011年 AOTS、HIDA事業(タイ、マレーシア製品含有化学物質管理専門家育成・体制構築)

2012(平成24)年2月 台湾のカウンターパートとのMOU締結

2012(平成24)年8月 JIS Z 7201 製品含有化学物質管理 原則と指針 制定

2013(平成25)年1月 中国のカウンターパートとのMOU締結

2013(平成25)年2月 製品含有化学物質管理ガイドライン第３版 公表

2013(平成25)年5月 第8回総会（新会長就任：丸山修）

2013(平成25)年10月 一般社団法人産業環境管理協会に特別会計組織として編入

2014(平成25)年 経済産業省「新情報伝達スキーム検討会」等にメンバーを派遣

2015(平成27)年5月 第10回総会 chemSHERPAへの移行を決定

2016(平成28)年4月 chemSHERPA運用開始

2016(平成28)年6月 第11回総会（新議長就任：北浦保彦）

2016(平成28)年11月 APEC 閣僚声明にchemSHERPAが記載される

2017(平成29)年6月 第12回総会（新議長就任：志田純）、10周年記念行事

ＪＡＭＰ年表

JETRO：独立行政法人日本貿易振興機構、AOTS：(財）海外技術者研修協会、HIDA：一般財団法人海外産業人材育成協会(AOTSとJODC((財)海外貿易開発協会)が合併)
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2. 10 年会員一覧（2006 年 9 月～2016 年 9 月） 

 

旭化成株式会社 

花王株式会社 

住友化学株式会社 

DIC 株式会社 

TDK株式会社 

株式会社東芝 

株式会社日立製作所 

富士フイルム株式会社 

富士通株式会社 

パナソニック株式会社 

みずほ情報総研株式会社 

三菱化学株式会社(現 三菱ケミカル株式会社) 

三菱電機株式会社 

株式会社村田製作所 
ライオン・スペシャリティ・ケミカルズ株式会社 

株式会社リコー 

日本ケミコン株式会社 

三菱レイヨン株式会社(現 三菱ケミカル株式会社) 

日本電気株式会社 

帝人株式会社 

日本化学工業株式会社 

アルプス電気株式会社 

旭硝子株式会社 

内藤環境管理株式会社 

テクノヒル株式会社 

日本パーカライジング株式会社 

日立化成株式会社 

パイオニア株式会社 

富士電機株式会社 

日東電工株式会社 

株式会社フジクラ 

三井化学株式会社 

富士ゼロックス株式会社 

ソニー株式会社 
(現 ソニーグローバルマニュファクチャリング＆オペレーションズ株式会社) 

 

(2016 年 9 月 11 日現在、会員番号順) 
ブラザー工業株式会社 

日本ケミカルデータベース株式会社 

大京化学株式会社 

株式会社環境情報コミュニケーションズ 

特殊電装株式会社 

SMK株式会社 

株式会社アイリーシステム 

シャープ株式会社 

一般財団法人化学物質評価研究機構 

ローム株式会社 

富山薬品工業株式会社 

一般社団法人日本鉄鋼連盟 

古河電気工業株式会社 

株式会社クボタ 

田淵電機株式会社 

株式会社 ADEKA 

大八化学工業株式会社 

ニチユ三菱フォークリフト株式会社 

京セラ株式会社 

株式会社電産 

ゼネラル株式会社 

株式会社クラレ 

スリーエム ジャパン株式会社 

ローランド ディー．ジー．株式会社 

株式会社ミマキエンジニアリング 

一般社団法人日本電機工業会 

山下電気株式会社 

日本ゼオン株式会社 

一般財団法人日本品質保証機構 

大日本印刷株式会社 

住友電気工業株式会社 
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3.歴代役員等一覧 

 

◇歴代 JAMP 役員及び JAMP 運営委員会役員企業(五十音順、現在の名称)

 

旭化成株式会社 

花王株式会社 

キヤノン株式会社 

住友化学株式会社 

東京エレクトロン株式会社 

日本電気株式会社 

パナソニック株式会社 

 

株式会社日立製作所 

富士通株式会社 

富士フイルム株式会社 

みずほ情報総研株式会社 

三菱ケミカル株式会社 

株式会社村田製作所 

株式会社リコー
 

 

◇歴代役員等一覧                                            (敬称略。掲載御了解済みの方を掲載。企業名は当時の名称) 

  

役職

議長 山本一元 旭化成㈱ 山本一元 旭化成㈱ 山本一元 旭化成㈱ 山本一元 旭化成㈱ 冨澤龍一 三菱化学㈱ 冨澤 龍一 三菱化学㈱

副議長 河内 哲 住友化学㈱ 河内 哲 住友化学㈱ 河内 哲 住友化学㈱ 河内 哲 住友化学㈱ 河内 哲 住友化学㈱ 河内 哲 住友化学㈱

副議長 藤田能孝 ㈱村田製作所 藤田能孝 ㈱村田製作所 荒井晴市 ㈱村田製作所 荒井晴市 ㈱村田製作所 藤田能孝 ㈱村田製作所 藤田能孝 ㈱村田製作所

副議長 ㈱日立製作所 ㈱日立製作所 ㈱日立製作所 ㈱日立製作所 ㈱日立製作所 ㈱日立製作所

監事 中村 昭 松下電器産業㈱ 中村 昭 松下電器産業㈱ 中村 昭 松下電器産業㈱ 中村 昭 パナソニック㈱ 立上和男 パナソニック㈱ 立上和男 パナソニック㈱

監事 富士写真フイルム㈱ 富士フイルム㈱ 富士フイルム㈱ 富士フイルム㈱ 富士フイルム㈱ 富士フイルム㈱

運営委員会
委員長

古賀剛志 富士通㈱ 古賀剛志 富士通㈱
古賀剛志
立上和男

富士通㈱

パナソニック㈱ 立上和男 パナソニック㈱ 則武祐二 ㈱リコー 則武祐二 ㈱リコー

副委員長 片岡 功 ㈱村田製作所
片岡 功
井上琢仁

㈱村田製作所
白崎 滋
岩田英之

㈱村田製作所 岩田英之 ㈱村田製作所 岩田英之 ㈱村田製作所
岩田英之
井上琢仁

㈱村田製作所

副委員長 則武祐二 ㈱リコー ㈱日立製作所 ㈱日立製作所

副委員長 永守幸人 旭化成㈱ 永守幸人 旭化成㈱
春山 豊
加藤英仁

三菱化学㈱

役職

議長 冨澤龍一 三菱化学㈱ 丸山 修 住友化学㈱ 丸山 修 住友化学㈱ 丸山 修 住友化学㈱ 北浦保彦 住友化学㈱ 志田純 花王㈱

副議長
河内 哲
丸山 修

住友化学㈱ 根来昌一 花王㈱ 根来昌一 花王㈱ 根来昌一 花王㈱ 根来  昌一 花王㈱

副議長 沢田啓二 みずほ情報総研㈱ 北山博文 東京エレクトロン㈱ 北山博文 東京エレクトロン㈱ 富士フイルム㈱ 富士フイルム㈱ 富士フイルム㈱

副議長 ㈱日立製作所 五十嵐一浩 富士通㈱ 五十嵐一浩 富士通㈱ 五十嵐一浩 富士通㈱ 五十嵐一浩 富士通㈱ 大嶽充弘 日本電気㈱

監事 立上和男 パナソニック㈱
立上 和男
名倉　誠

パナソニック㈱ 名倉 誠 パナソニック㈱ 名倉 誠 パナソニック㈱ 名倉 誠 パナソニック㈱ 名倉 誠 パナソニック㈱

監事 富士フイルム㈱ 富士フイルム㈱ 富士フイルム㈱ 畠山 剛 みずほ情報総研㈱ 高澤彰裕 三菱化学㈱ 高澤彰裕 三菱ケミカル㈱

運営委員会
委員長

則武祐二 ㈱リコー ㈱日立製作所 ㈱日立製作所 濱川雅之 富士通㈱ 濱川雅之 富士通㈱ 小野　芳樹 日本電気㈱

副委員長 井上琢仁 ㈱村田製作所 松田俊也 東京エレクトロン㈱ 松田俊也 東京エレクトロン㈱ 富士フイルム㈱ 富士フイルム㈱ 富士フイルム㈱

副委員長 ㈱日立製作所 藤井正隆 富士通㈱ 藤井正隆 富士通㈱
堀ノ内力
古田清人

日本電気㈱

キヤノン㈱ 古田清人 キヤノン㈱

副委員長 加藤英仁 三菱化学㈱ 児島 史利 住友化学㈱ 児島史利 住友化学㈱ 児島史利 住友化学㈱ 児島史利 住友化学㈱ 清水朗子 住友化学㈱

2017年度　（H29）  

2006年度（H18） 2007年度（H19） 2008年度　（H20） 2009年度　（H21） 2010年度　（H22） 2011年度　（H23）

2012年度　（H24） 2013年度　（H25） 2014年度　（H26） 2015年度　（H27）  2016年度　（H28）  
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4.委員会企業（2006 年 9 月～2017 年 3 月）

 

(1) 運営委員会企業(延べ 23 社、194 委員)                                 (企業名は現在の名称)                                                                                    

 

旭化成株式会社 

花王株式会社 

キヤノン株式会社 

住友化学株式会社 

住友電気工業株式会社 

セイコーエプソン株式会社 

ソニーグローバルマニュファクチャリング 

                 ＆オペレーションズ株式会社 

DIC 株式会社 

TDK株式会社 

東京エレクトロン株式会社 

株式会社東芝 

 

 

日本電気株式会社 

日本ユニシス・エクセリューションズ株式会社 

パナソニック株式会社 

株式会社日立製作所 

富士通株式会社 

富士フイルム株式会社 

みずほ情報総研株式会社 

三菱ケミカル株式会社 

三菱電機株式会社 

株式会社村田製作所 

ライオン・スペシャリティ・ケミカルズ株式会社 

株式会社リコー 
 

(2) 専門委員会企業(延べ 99 社、1,080 委員)     (企業名は委員就任当時の名称と現在の名称が混在しています)

 

アイホン株式会社 

株式会社アイリーシステム 

旭化成株式会社 

旭化成イーマテリアルズ株式会社 

株式会社あらたサステナビリティ 

アルプス電気株式会社 

イー・アール・エム日本株式会社 

イー・アンド・イー ソリューションズ株式会社 

稲畑産業株式会社 

インターテックジャパン株式会社 

ウシオ電機株式会社 

SGS-CSTC Standards Technical Services 

                            (Shanghai) Co., Ltd.  

NEC ソフト株式会社 

エムデン無線工業株式会社 

沖電気工業株式会社 

オムロン株式会社 

オリエンタルモーター株式会社 

花王株式会社 

一般財団法人化学研究評価機構 

株式会社環境情報コミュニケーションズ 

キヤノン株式会社 

株式会社キャリアパートナーズ 

京セラ株式会社 

 

京都技術法規サービス合同会社 

黒田電気株式会社 

甲賀高分子株式会社 

株式会社コスモス・コーポレイション 

コニカミノルタビジネスエキスパート株式会社 

SABIC ジャパン合同会社 

SAMSUNG ELECTRONICS CO.,LTD 

JSR 株式会社 

JVC・ケンウッド・ホールディングス株式会社 

シチズン時計株式会社 

株式会社島精機製作所 

シャープ株式会社 

新電元工業株式会社 

住友化学株式会社 

住友電気工業株式会社 

セイコーエプソン株式会社 

ソニーグローバルマニュファクチュアリング 

                ＆オペレーションズ株式会社 

株式会社ソフィックス 

タイコエレクトロニクスジャパン合同会社 

株式会社タムロン 

知恵ネット有限責任事業組合 

DIC 株式会社 

ＴＤＫ株式会社 
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東京エレクトロン株式会社 

東京エレクトロン九州株式会社 

東京エレクトロン株式会社府中テクノロジーセンター  

東京エレクトロン山梨株式会社 

株式会社東芝 

東和科学株式会社 

株式会社ニコン 

ニチコン株式会社 

日東電工株式会社 

日本アビオニクス株式会社 

日本エヌ・ユー・エス株式会社 

日本ケミコン株式会社 

日本航空電子工業株式会社 

日本梱包資材株式会社 

一般社団法人日本自動車工業会 

日本電気株式会社 

日本電子株式会社 

日本パーカライジング株式会社 

日本無線株式会社 

日本ユニシス・エクセリューションズ株式会社 

株式会社ノーリツ 

パイオニア株式会社 

パナソニックＩＴソリューションズ株式会社 

パナソニック株式会社 

パナソニック電工株式会社 

日立化成工業株式会社 

株式会社日立システムズ 

株式会社日立製作所 

日立電線株式会社 

株式会社フジクラ 

富士ゼロックス株式会社 

富士通株式会社 

株式会社富士通システムズ・イースト 

富士電機 IT ソリューション株式会社 

富士フイルム株式会社 

船井電機株式会社 

ブラザー工業株式会社 

株式会社プロティビティジャパン 

株式会社堀場製作所 

マーケム・イマージュ株式会社 

マイクロソフト株式会社 

みずほ情報総研株式会社 

三井化学株式会社 

三菱ケミカル株式会社 

三菱電機株式会社 

ミネベア株式会社 

株式会社村田製作所 

安川電機株式会社 

山下電気株式会社 

ライオン株式会社 

株式会社リコー 

ルネサスエレクトロニクス株式会社 

ローム株式会社 

 

 

※それぞれの委員会に委員を派遣いただいた企業を、○○委

員会企業、と呼ばせていただきました。 

 

これまで、ありがとうございます。 

今後も、どうぞ宜しくお願い申し上げます。



 

 

 

 

 


